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１．本計画書の概要 

１-１．本書の位置づけと記載内容 

本書は、国土強靭化地域計画（別冊）に記載された脆弱性評価と推進方針に基づいて、脆弱性やリスクを低減するために取り組む具体的事業及び

改善すべきＫＰＩ（重要業績指標）について記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画（具体的な目標、事業計画） 

推進方針（予防策、対策）の進捗状況を把握し、計画的に推進するため、目指すべき努力目標である KPI を設定 

※KPI の設定・・・・ ①総合計画の成果指標 

②事務事業の活動指標または成果指標 

 

苅田町国土強靭化地域計画 
 

◇災害想定 

◇脆弱性評価 

◇推進方針（対策方向性） 

苅田町国土強靭化地域計画＜実施計画編＞ 

 
◇改善すべきＫＰＩ（現状値と目標値） 

◇実施事業名称と改善すべきＫＰＩ（現状値と目標値） 

手段 
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１-２．計画期間 

計画は、令和２年度を初年度とした計画とします。 

また、苅田町総合計画との連動のため、国土強靭化地域計画は、総合計画の基本計画期間と連動させて策定することを基本とします。 

なお、令和２年度に令和３年度を計画開始年度とする第５次苅田町総合計画前期基本計画(以下、前期基本計画という。)策定を行っており、本計画

は前期基本計画の施策体系と連動した策定を行っているため、計画期間は令和７年度までを第１期とします。 

 また、計画期間中においても、社会情勢の変化や施策の進捗状況等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

 ～令和２年度 令和 3~7 年度（５年間） 令和 8~12 年度(5 年間) 

総合計画 

第４次 第５次 

後期 

基本計画 
前期基本計画 後期基本計画 

苅田町国土強靭化地域計画 第１期 第２期 

苅田町国土強靭化地域計画 

＜実施計画編＞ 
必要に応じて、毎年見直し（事業の追加等） 

 

１-３．国土強靱化地域計画に基づき実施される事務事業の記載について 

国土強靭化地域計画実現のための事務事業の一覧を記載し、「国土強靭化地域計画に基づき実施される取組等に対する関係府省庁の支援」を受ける

事務事業については補助金の名称を示しています。 

 

１-４．改善すべきＫＰＩの表記について 

改善すべきＫＰＩの表示にあたっては、以下の 3つの考え方で設定しています。 

（１）表記は、リスクシナリオ毎に整理するとともに、総合計画内の施策体系のどの分野が担当しているかを明示します。 

（２）ＫＰＩは、該当分野全体の改善をめざす場合は「総合計画の成果指標（国土強靭化の趣旨に沿う指標のみ）」、具体的な箇所の改修や特定の

取り組みについては「事務事業の活動指標または成果指標」を記載しています。 

（３）ＫＰＩの現状値、目標値の年度設定は、各取り組みの特性により異なります。具体的なハード整備事業等で、事業計画期間が定められている

場合は、その事業計画終了予定年度を目標年度として目標値を設定しています。啓発や訓練などのソフト系の事業や特に事業計画期間が定め

られていない事業については、前期基本計画の終了年度を目標年度として設定します。



２．改善すべきＫＰＩ一覧(総合計画の成果指標編)

政
策

施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

1-1 01 01 03 教育環境の整備 学校教育課
教室で授業をするのに支障があった件数（前期計画
期間累計）

件 H31年度 0 R7年度 0

1-1 04 06 01
防火意識の高揚と
予防対策の推進

消防本部
消火器と住宅用火災警報器の両方を持っている町民
の割合

％ H31年度 12.7 R7年度 15.0

1-1 04 06 04
資機材等の
適正な維持管理

消防本部 機能維持のために防火水槽・消火栓を修繕した件数 箇所 Ｈ31年度 14 R7年度 ↑

1-1 04 06 04
資機材等の
適正な維持管理

消防本部
資機材のトラブルにより、消防・救急・救助活動に支
障が出た件数（前期計画期間累計）

件 Ｈ31年度 0 R7年度 0

1-1 05 02 05 公園・緑地の整備と管理 都市計画課
公園遊具施設の機能に関する総合判定結果が健全
である割合

％ R2年度 96.5 R7年度 100.0

1-1 05 02 06
災害に強い
土地・家屋の利用推進

総務課危機管理室 老朽危険家屋の除却件数（前期計画期間累計） 件
新規

取組み
― R7年度 25

1-1 06 02 03
公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
推進

財政課
個別施設計画に基づく工事(設計)着手件数
（前期計画期間累計）

件 R2年度 0 R7年度 17

1-2 04 05 06 津波対策の推進 総務課危機管理室
防災情報マップで津波・内水・洪水・高潮災害エリア
を認知している町民の割合（自宅）

％ Ｈ31年度 21.4 R7年度 50.0

1-2 04 05 06 津波対策の推進 総務課危機管理室
防災情報マップで津波・内水・洪水・高潮災害エリア
を認知している町民の割合（職場）

％ Ｈ31年度 8.6 R7年度 25.0

1-2 04 05 06 津波対策の推進 総務課危機管理室 津波時の避難協定数 件 Ｈ31年度 4 R7年度 9

1-3 04 05 05 浸水対策の推進 総務課危機管理室 床下浸水件数（前期計画期間累計） 件 H30年度 16 R7年度 0

1-4 05 02 06
災害に強い
土地・家屋の利用推進

建設課
土砂災害や安全な土地利用に関する整備箇所数
（前期計画期間累計）

箇所 H31年度 0 R7年度 5

現状値 目標値
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次総合計画
体系

担当課 改善すべきＫＰＩ名称 単位
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政
策

施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

現状値 目標値
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次総合計画
体系

担当課 改善すべきＫＰＩ名称 単位

1-5 04 04 01 自治会活動の活性化 総務課 自治会活動に参加している町民の割合 ％ H31年度 44.2 R7年度 55.0

1-5 04 05 02 地域防災力の向上 総務課危機管理室 防災訓練に参加した町民の割合 ％ H31年度 19.3 R7年度 30.0

1-5 04 05 02 地域防災力の向上 総務課危機管理室
災害時個別支援計画が策定されている要援護者の
割合

％ H31年度 16.1 R7年度 20.0

1-5 04 05 03 防災・災害情報の提供 総務課危機管理室
災害情報取得のために登録・活用している平均手段
数（５手段中）

手段 H31年度 1.2 R7年度 3.0

2-1 04 05 01 防災意識の高揚 総務課危機管理室 家庭で行っている災害時の備えの項目数（９項目中） 項目 H31年度 2.9 R7年度 4.5

2-1 04 05 04
災害時支援力・対応力の
向上

総務課危機管理室 災害時の支援体制の基準未達項目数 項目 R2年度 1 R7年度 0

2-1 05 01 01 道路の整備促進 都市計画課 幹線道路整備延長（前期計画期間累計） ㎞ H31年度 0 R7年度 1.1

2-3 04 06 02 消防団活動の充実 消防本部 消防団員の充足率 ％
H27～Ｈ31

平均
92.8 R7年度 92.8

2-3 04 06 02 消防団活動の充実 消防本部 消防団員が訓練等を実施した回数 回 H31年度 101 R7年度 101

2-3 04 06 03 救急救命体制の整備 消防本部 町民による心肺停止患者への蘇生術の実施率 ％ H31年度 63.6 R7年度 65.0

2-4 04 05 04
災害時支援力・対応力の
向上

総務課危機管理室 災害時の支援事業者数（協定締結数） 件 H31年度 50 R7年度 58

2-5 03 05 04 地域医療体制の充実 子育て・健康課 かかりつけ医を持っている町民の割合 ％ H31年度 60.3 R7年度 65.0
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政
策

施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

現状値 目標値
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次総合計画
体系

担当課 改善すべきＫＰＩ名称 単位

2-7 01 01 03 教育環境の整備 学校教育課
学力向上や快適な学校生活を送るための施設・備品
改善件数（前期計画期間累計）

件 H31年度 224 R7年度 1,120

2-a 05 02 02 駅周辺の整備 都市計画課 駅や駅周辺に不満がない町民の割合 ％ H31年度 51.7 R7年度 51.7

3-2 04 05 04
災害時支援力・対応力の
向上

総務課危機管理室
自主参集しなければならない災害規模を正しく理解し
ている職員の割合

％ H31年度 53.6 R7年度 100

3-2 04 05 04
災害時支援力・対応力の
向上

総務課危機管理室 防災訓練に参加した職員の割合 ％ H31年度 23.4 R7年度 100

3-2 04 05 04
災害時支援力・対応力の
向上

総務課危機管理室 行政財産の耐震化率 ％ R2年度 48.0 R7年度 56.8

5-2 05 03 01
安全で災害に強い
水道の供給

上下水道課 管路更新率 ％ H31年度 0.33 R7年度 0.83

5-2 05 03 01
安全で災害に強い
水道の供給

上下水道課 耐震管率 ％ H31年度 1.5 R7年度 6.0

5-3 05 03 02 下水道の整備と管理 上下水道課 公共下水道水洗化率 ％ H31年度 74.7 R7年度 77.0

5-3 05 03 02 下水道の整備と管理 上下水道課 農業集落排水水洗化率 ％ H31年度 55.3 R7年度 62.3

5-3 05 03 02 下水道の整備と管理 上下水道課 公共下水道整備率 ％ H31年度 35.6 R7年度 40.0

5-3 05 03 03
合併浄化槽による
汚水処理の推進

上下水道課 合併処理浄化槽処理人口率 ％ H31年度 82.0 R7年度 90

5-4 05 01 02
道路・橋梁の
適切な維持管理

建設課
（公共土木）

橋梁の健全度Ⅲ及びⅣ(危険）の件数 件 H31年度 4 R7年度 0
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政
策

施
策

基
本
事
業

基本事業名称 年度 数値 年度 数値

現状値 目標値
リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次総合計画
体系

担当課 改善すべきＫＰＩ名称 単位

7-2 02 01 02 農業基盤の整備・保全
建設課
（農林土木）

農道、水路、ため池、農業用施設の整備・改修箇所
数（前期計画期間累計）

箇所 H31年度 3 R7年度 10

7-3 04 06 01
防火意識の高揚と
予防対策の推進

消防本部 危険物施設の火災発生件数及び流出事故発生件数 件 H31年度 2 R7年度 0

7-ａ 05 01 02
道路・橋梁の
適切な維持管理

建設課
（公共土木）

生活道路補修・改良延長（前期計画期間累計） ㎞ H31年度 2 R7年度 3

8-2 03 04 02
町民同士の
支え合いの促進

福祉課 地域福祉活動に参加している町民の割合 ％ H31年度 27.2 R7年度 30.0

8-2 03 04 02
町民同士の
支え合いの促進

福祉課 「支え合い会議」の実施地区数 地区 H31年度 21 R7年度 37

8-2 04 04 01 自治会活動の活性化 総務課 自治会加入率 ％ H31年度 58.3 R7年度 63.8

8-2 04 05 02 地域防災力の向上 総務課危機管理室 自治会の自主防災組織の設置率 ％ H31年度 70.8 R7年度 100.0
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３．改善すべきＫＰＩ一覧(事務事業編)

政
策

施
策

基
本
事
業

年度 数値 年度 数値

1-1 01 01 03 学校教育課 学校外構改修工事 ブロック塀安全対策改善件数 件 R3年度 2 Ｒ4年度 3
学校施設環境改善交付金（防
災機能強化）

1-1 03 04 03 都市計画課 町営住宅改善事業
苅田町公営住宅長寿命化計画に基づいた住宅の改善
及び除却件数（前期計画期間累計）

件 R3年度 3 R7年度 ↑ 社会資本整備総合交付金

1-1 04 06 04 消防本部 車両更新事業
消防車の平均利用年数
(老朽化を測る指標）

年 R3年度 22 R6年度 15
緊急消防援助隊設備整備費
補助金

1-1 05 02 05 都市計画課 公園施設長寿命化対策支援事業
公園施設長寿命化計画に基づき対策が完了した公園
数

％ R4年度 0 R10年度 100 防災・安全交付金

1-1 05 02 06 都市計画課 木造戸建て住宅耐震改修補助事業
補助により木造耐震化がされた件数（前期計画期間累
計）

件 R2年度 0 R7年度 ↑ 防災・安全交付金

1-1 05 02 06 都市計画課 ブロック塀等撤去促進事業 ブロック塀等の撤去件数（前期計画期間累計） 件 Ｒ2年度 0 R7年度 ↑ 防災・安全交付金

1-1 05 02 06
総務課危機管理
室

老朽空き家除却促進事業 老朽危険家屋の除却件数 件 R3年度 2 R7年度 ↑ 社会資本整備総合交付金

1-1 06 02 03 学校教育課 学校長寿命化改修事業 学校施設等個別施設計画に基づき改修した学校件数 件 Ｒ３年度 0 Ｒ7年度 1
学校施設環境改善交付金（長
寿命化改良）

1-1 06 02 03 生涯学習課 苅田町総合体育館改修事業 耐震化に未対応な建物の改修率 ％ Ｒ3年度 0 Ｒ7年度 100 学校施設環境改善交付金

1-1 06 02 03 生涯学習課
苅田町立中央公民館ホール天井耐
震等改修工事（仮称）

個別施設計画に基づく工事（設計）着手件数
（前期計画期間累計）

件 Ｒ2年度 0 Ｒ7年度 1

1-2 04 05 06
総務課危機管理
室

苅田町防災情報マップ改訂事業
防災情報マップで津波・内水・洪水・高潮災害エリアを
認知している町民の割合（自宅）

％ Ｈ31年度 21.4 Ｒ7年度 50
防災・安全交付金
（ハザードマップ作成事業）

1-2 04 05 06
総務課危機管理
室

苅田町防災情報マップ改訂事業
防災情報マップで津波・内水・洪水・高潮災害エリアを
認知している町民の割合（職場）

％ Ｈ31年度 8.6 Ｒ7年度 25
防災・安全交付金
（ハザードマップ作成事業）

単位

リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次
総合計画
体系

担当課 事務事業名称 改善すべきＫＰＩ名称
国土強靭化計画
関連補助金名称

現状値 目標値
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政
策

施
策

基
本
事
業

年度 数値 年度 数値

単位

リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ

第５次
総合計画
体系

担当課 事務事業名称 改善すべきＫＰＩ名称
国土強靭化計画
関連補助金名称

現状値 目標値

2-1 05 01 01 都市計画課 都市計画道路南原殿川線改良事業 都市計画道路南原殿川線整備率 ％ Ｒ3年度 0 R7年度 100 社会資本整備総合交付金

2-7 01 02 01 生涯学習課
苅田町立公民館屋上防水及び電灯
設備等改修工事（仮称）

個別施設計画に基づく工事（設計）着手件数
（前期計画期間累計）

件 Ｒ2年度 0 Ｒ7年度 3

5-3 05 03 02 上下水道課 下水道事業（整備） 重要管渠の耐震管延長 ㎞ H6年度 12.2 R17年度 ↑
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

5-3 05 03 02 上下水道課 下水道老朽化施設更新事業
耐震化等の防災機能を高める改修・更新を行った箇所
数（前期計画期間累計）

箇所 R6年度 0 R10年度 ↑
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

5-3 05 03 02 上下水道課 下水道施設の耐水化計画策定事業
耐水化の改修・更新を行った箇所数（前期計画期間累
計）

- Ｒ3年度 0 R3年度 公表
社会資本整備総合交付金
防災・安全交付金

5-3 05 03 02 上下水道課 下水道広域化推進総合事業 し尿前処理可能量／日(公共下水処理用） kl R2年度 0 R5年度 70 社会資本整備総合交付金

5-3 05 03 03 上下水道課 合併処理浄化槽設置整備事業 合併処理浄化槽設置基数（R02～R06年累計） 基 R2年度 0 Ｒ6年度 370
循環型社会形成推進交付金
（浄化槽分）

5-4 05 01 01
建設課
（公共土木）

道路施設長寿命化事業 橋梁の健全度Ⅲ及びⅣ（危険）の件数 件 R2年度 0 Ｒ7年度 ↑ 防災安全交付金

5-4 05 01 01
建設課
（公共土木）

道路交通安全性向上事業 生活道路補修・改良延長（前期計画期間累計） ｋｍ R2年度 3 Ｒ7年度 ↑ 防災安全交付金

7-2 02 01 02
建設課
（農林土木）

農業水路等長寿命化・防災減災事業 ため池ハザードマップの作成 - R2年度
策定
開始

Ｒ3年度 公表
農業水路等長寿命化・防災減
災事業

7-2 02 01 02
建設課
（農林土木）

農村地域防災減災事業 農村地域防災減災整備箇所数（前期計画期間累計） 箇所 H29年度 3 Ｒ7年度 8 農村地域防災減災事業

7-4 02 01 02
建設課
（農業土木）

土地改良施設維持管理適正化事業
施設機能の保持と耐用年数が確保された施設箇所数
（前期計画期間累計）

箇所 H21年度 10 Ｒ7年度 15
土地改良施設維持管理適正
化事業

7-4 02 01 02
農政課
（農政水産）

有害鳥獣広域駆除事業 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止 ａ H30年度 19 Ｒ4年度 13
鳥獣被害防止総合対策交付
金

8



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

苅田町国土強靱化地域計画 

実施計画編 

＜令和５年３月編＞ 
 

発 行 苅田町 

https://www.town.kanda.lg.jp/ 

企画・編集 総務課危機管理室 

 
〒800-0352  

福岡県京都郡苅田町富久町１丁目１９−１ 

TEL 093-434-1111 

 


